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研究成果の概要（和文）：　国際社会において人権実施の課題は、締約国国内おける実施を困難とする問題の存
在、理論的に義務内容が過渡期として強化されつつある状況となっている問題であることが多い。そうした課題
について、実施機関と締約国の対応について検討を行った。実施機関は、規範創造機能と規範定着機能を持ちな
がら規範の実現を求めている。他方、締約国は、その規範の実施に対して、締約国の国内事情の克服を如何なる
形で対応するのかが問題となる。一つは、その規範創造に対して抵抗し、実施機関の権限を制約する方向に進
み、他方でその際に国際機関との協力関係をいかに創り上げるかが、問題を解決する一つの方策となっているこ
とも明らかとなった。

研究成果の概要（英文）：The issues which are taken up as a human rights issue in the international 
community have been the unresolved obstacles that contracting parties hold to comply with the 
international human rights standards, and the theoretical expanding limitation of state discretion 
for the contracting parties to exercise in implementing the human rights.
　We examined the correspondence between the treaty-based bodies and the contracting parties on such
 issues. The treaty-based bodies is seeking to realize the norm while having the normative creation 
function and the standard fixing function. On the other hand, the contracting parties are seeking 
some measures to override the domestic obstacles of the contracting parties to implement the 
standards. Some states resist the creation of norms and try to constrain the power of the 
treaty-based bodies, and the other create cooperative relations with international organizations to 
solve the problem.
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１．研究開始当初の背景 
 国際人権法の進展を研究するに当たり重
要な分野として、欧州人権条約の実証的研究
があげられる。その際、これまで国際裁判の
判決に対する研究と同様、欧州人権裁判所判
決の形式・内容・拘束力に焦点が当てられ、
あるいはそこで援用・解釈された実体規定の
解釈を中心とした研究であった。欧州人権裁
判所の解釈理論が他人権条約システムにど
のように影響を与えているか、また欧州人権
条約システムと欧州連合システムの間で、両
者の権限・解釈を侵食することなく、人権保
障を図ろうとするのかを歴史的経過を含め
て、解釈理論の変遷をこれまで考察してきた。 
かかる状況は、欧州人権条約が人権保障シ
ステムとして、欧州のみならず、また人権保
障システムを超えて、大きな法的影響を有し
ていることを示唆するものであったが、その
一方で欧州人権条約実体規定の基準の発展
がよって立つ法的基盤に対する疑念は常に
出されていた。とりわけ、2004 年 Browiniski
事件判決より初めて欧州人権裁判所によっ
てとりいれられたパイロット判決手続きは
この点に疑問が提起されることとなった。
2004 年以降、欧州人権裁判所・欧州評議会
各政治機関の協働の取組みを開始すること
によって本格的に改組・始動した判決執行監
視の考察を取り上げ、事後的救済機能から、
付託される申立ての増加を防止することを
狙いとしていること（予防機能の強化）を明
らかにした。かかる動きは、締約国側に人権
条約実施義務を再確認させるものであった
が、他方で、締約国側の中には、人権裁判所
が出す判決、さらにはその執行監視の仕組み
に対して強い懸念を示し、人権裁判所の正統
性そのものに挑戦する国家も出現するよう
になってきた。 
 
２．研究の目的 
欧州人権裁判所は、これまで欧州人権条約
を「生ける文書」と位置づけ、発展的な解釈
を行ってきた。こうした欧州人権裁判所の活
動は、国際人権法において、条約解釈手法や
各条文記載の人権の解釈基準などに大きな
影響を与えてきた。そのため欧州人権条約実
体条文の基準を、裁判例を分析することによ
って明らかにするという研究手法が採られ
てきた。この研究手法は、国際人権法の示す
基準や国際人権法の日本への受容の進展に
大きな役割を果たしたといってよい。 
国際人権法において、とりわけ欧州人権条
約における人権秩序の形成においては、人権
の基準の統一化とその実現に対し、それに立
ちはだかる各国の国内事情との相克が見て
取ることができる。たとえ欧州人権裁判所が
さまざまな解釈を行い、判決を出したとして
も、それが締約国に受け入れられなければ、
その基準が実効的に確立したとはいえない
であろう。本研究においては、小田滋元国際
司法裁判所裁判官が常に意識してきた、「紛

争の当事国が紛争解決の共通の意思がなく
しては機能しえない」（小田滋『国際法と共
に歩んだ六〇年』東信堂・2009年・387頁）
という、国際裁判・判決の実効性の問題に関
して、国際人権法分野での議論を整理するこ
とを目指すものである。今次急速に整備され
つつある欧州人権裁判所システムと、その対
象となる締約国との間に、いかにして人権実
現の共通の意思が形成されているのかを明
らかにするものである。 
これを考察することは、国際社会が展望す
る人権の実現に対するそのプロセスを明ら
かにして、国際人権の司法的解決プロセスの
意義と限界を明らかにすることができると
考えた。 

 
３．研究の方法 
 「研究の目的」でも述べたように、現在緊
張関係にある欧州人権裁判所と締約国との
間における様々なチャネルを通じた対話（義
務履行要請も含む）の、法的基盤とその実効
性を検討することである。 
今期研究期間においては、この研究を一層
すすめていくための基礎的作業を中心に行
うこととした。欧州評議会各機関・欧州人権
裁判所および国家との間あるいは国家間対
立が生じる課題と考えられる人権問題を取
り上げることとした。 
そのため、いくつかの特徴的な事例を取り
上げ、人権条約実施機関の指し示したものを
明らかにするとともに、それに対する締約国
の態度などを明らかにする手法を採用した。 
 
４．研究成果 
 国際社会において人権問題として大きく
取り上げられる課題は、締約国においても何
らかの課題を抱えている問題、理論的にもこ
れまで許容されていたものから過渡期とし
て制約がかけられつつある状況となってい
る問題であることが多い。そうした課題につ
いて、実施機関側と締約国側の対応について
検討を行った。実施機関側は、規範創造機能
と規範定着機能を持ちながら規範の実現を
求めている。他方、締約国側は、その規範の
実施に対して、締約国の国内事情の克服を如
何なる形で対応するのかが問題となる。一つ
は、その規範創造に対して抵抗し、実施機関
の権限を制約する方向に進み、他方でその際
に国際機関との協力関係をいかに創り上げ
るかが、問題を解決する一つの方策となって
いることも明らかとなった。 
 論文『国際世論における日本の死刑 - 国
際(人権)法の視点から』においては、欧州人
権条約そのものではないが、国際社会におけ
る人権基準の実施に関わり、国際実施手続に
おける実情を、日本を取り上げる中で、検討
することとした。国際的人権保障においてみ
られるフォローアップ手続きの意義・内実化
に関する課題でもある。 
 現在欧州評議会及び欧州連合においても



日本に対して採り上げられている人権問題
の一つは、死刑問題である。欧州における人
権の観念と日本の観念との相違点について、
これが国際基準としてどのように位置づけ
られているのか、明確にすることとした。さ
らにはその規範創造に対してどのような態
度で臨んでいるのかについて明らかにした。
死刑問題が国際規範において戦後大きな変
化を見せた問題でもある。その規範の形成過
程を確認することによって、死刑廃止が事実
上の規範として形成されていることを明ら
かにするとともに、それに対する締約国（日
本）の態度を国連実施機関との間における政
府報告書審査の中で検討を行った。建設的対
話を基礎とする国際手続きにおいて、その役
割を尊重した態度をとることの重要性を明
らかにした。 
論文『海洋における欧州人権条約の適用・
覚書』『国際法における個人と国家－欧州人
権条約における個人救済－』『国際人権機関
の法実践－「過去の不正義」への取り組み-』
は、国際人権規範の射程が国際社会における
意識や国家の政策に対応して時間的にも地
理的にも拡大しつつあることを明らかにし、
それに対して締約国の対応を考察した。 
論文『国際法における個人と国家―欧州人
権条約における個人救済―』及び『国際人権
機関への法実践―「過去の不正義」への取り
組み』は、時間的管轄を拡大する申立てが増
えていることに対して国際実施機関がどの
ような判断をしているかについて検討した
ものである。これは戦後補償や旧植民地にお
ける人権侵害など、人権条約の適用に関して
言えば、時間的に適用されない遡及効に関わ
る問題である。しかしながら、手続的権利の
拡大によって、こうした申立てに対しても、
審査の対象とする状況が生まれつつあるこ
と、ただその範囲は、欧州人権秩序が形成さ
れつつある状況（時期）下において求められ
るものとしている。他方、こうしたことに対
して締約国の国内裁判所も、おおむねこれに
沿った対応をしていることが挙げられる。 
論文『海洋における欧州人権条約の適用・
覚書』については、海洋に関わる難民・不法
移民に対する管轄権行使が欧州人権条約上
どのように位置づけられるかを検討したも
のである。 
海洋、とりわけ公海上における管轄権行使
は、欧州評議会各機関・欧州人権裁判所およ
び国家との間あるいは国家間対立が生じる
課題でもある。もともと海難救助に関する条
約が策定され、それが人道上の問題として実
施されてきたが、これを人権上の問題として
欧州人権条約が取り上げることが可能かと
いう問題を生じさせる。 
欧州人権条約機関は、これを人権上の問題
と判断しているが、それは国際社会において
実施されている入国管理の措置の一環とし
て把握していることを示唆する。そのことは、
国家の裁量を羈束することになるため、当該

国家からの抵抗をもたらしていた。 
欧州人権裁判所大法廷は、欧州人権条約上
の締約国の「管轄内」にある行為であると判
断して、欧州人権条約違反を全員一致で判断
した。その判決執行においては、締約国はそ
の解決策の一つとして一般的措置を講じた
が、それをみると一国家の問題として解決で
きない問題があること、それには国際協力が
必要であることがうかがわれた。 
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